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正社員が増加した。これが 2000 年初め頃から労働分配率が 90 年初からの上昇分の半分程
度にまで低下したことによって、ようやく正社員数が回復し始めたと考えられる。 
 



















































































                                                  











































                                                  


































































                                                  
4  金銭賠償制度の導入は、 解雇における労使のコミュニケーションや手続き重視の方向にマ
イナスという見方もあるが、これは④労働組合との協議のなかで金銭賠償のあり方も含め
て協議することで対応できると考えられる。 
5  厚生年金の適用対象となる労働者の基準は週労働時間がフルタイム労働者の 4 分の３以
上の者とされ、労働時間が４分の３未満の労働者のうち年収が 130 万以上の者は国民年金
の被保険者（第一号被保険者）とされている。これらを、各々、2 分の１と 65 万円に引き
下げることで、その適用対象範囲を大幅に広げることができる。 





































                                                  
7  現行の労働者派遣法でも、この趣旨から港湾・建設業務が禁止対象となっている。 
8  同じ日雇い労働であっても、 派遣から直接雇用になれば派遣会社の手数料分だけ労働者の
賃金が増加するという「搾取論」の誤りは、派遣先企業が、直接雇用では採用等人事管理
の費用がより大きいことから、派遣会社に外注していることを考える必要がある。 
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